
江田島 市市制施行２０周年記念市民提案事業補助金交

付要綱

令和６年４月２３日

（趣旨）

第１条 江田 島市市制施行２０周年を祝う機運を高めるため、市 民

が 本 市 の 魅 力 を 再 確 認 す る こ と が で き 、 及 び 当 該 魅 力 を 広 く 発

信 す る 事 業 に 対 し 、 予 算 の 範 囲 内 に お い て 江 田 島 市 市 制 施 行 ２

０ 周 年 記 念 市 民 提 案 事 業 補 助 金 （ 以 下 「 補 助 金 」 と い う 。 ） を

交 付 す る も の と し 、 そ の 交 付 に 関 し て は 、 江 田 島 市 補 助 金 等 交

付 規 則 （ 平 成 １ ６ 年 江 田 島 市 規 則 第 ５ ０ 号 ） に 規 定 す る も の の

ほか、この 要綱で必要な事項を定めるものとする。

（補助対象 者）

第２条 補助 金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という 。）

は、次の各 号のいずれかに該当するものとする。

(１ ) 市 内 を 主た る 活 動 拠 点 と し た 法人 格を有する団体

(２ ) 構 成 員 が３ 名 以 上 で 、 か つ 、 その 過半数が市民で構成さ れ

た任意の団体又は組織

２ 前項の規 定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者 が

対象者に含 まれる場合は、補助対象者としないものとする。

(１ ) 暴 力 団 員に よ る 不 当 な 行 為 の 防止 等に関する法律（平成 ３

年 法 律 第 ７ ７ 号 ） 第 ２ 条 第 ６ 号 に 規 定 す る 暴 力 団 員 （ 以 下

「暴力団員」という。）

(２ ) 広 島 県 暴力 団 排 除 条 例 （ 平 成 ２２ 年広島県条例第３７号 ）

第１９条第３項の規定による公表が現に行われている者

(３ ) 暴 力 団 員に よ る 不 当 な 行 為 の 防止 等に関する法律第２条 第

２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する 者

（補助対象 事業）

第３条 補助 金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」と い

う。）は、 次の各号のいずれにも該当する事業とする。

(１ ) 市 内 で 実施 す る 市 制 施 行 ２ ０ 周年 を祝う機運を高めるた め



の事業

(２ ) 特 定 の 団体 ・ 組 織 の 営 利 を 得 るこ とを主たる目的としな い

事業

(３ ) 事 業 名 称に 市 制 施 行 ２ ０ 周 年 記念 事業であることを特定 で

きる文言等を含む事業

２ 前項の規 定にかかわらず、補助対象事業について、同一年度 に

次 の 各 号 の い ず れ か に 掲 げ る 補 助 金 の 交 付 を 受 け る 場 合 は 、 補

助対象事業 としないものとする。

(１ ) 江 田 島 市誘 客 促 進 イ ベ ン ト 実 施支 援補助金交付要綱（平 成

３０年９月２６日制定）に基づく補助金

(２ ) 江 田 島 市協 働 の ま ち づ く り 地 域提 案型活動支援補助金交 付

要綱（令和３年３月２９日制定）に基づく補助金

（補助対象 経費等）

第４条 補助 金交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」と い

う 。 ） は 、 補 助 対 象 事 業 に 直 接 要 す る 事 業 費 の う ち 、 市 長 が 認

める経費と し、補助額は１０万円を限度とする。

２ 前項の規 定にかかわらず、補助対象経費とならない経費は、 別

に定める。

３ 補助金の 申請回数は、補助対象者につき１回限りとする。

４ 補 助 金 の 額 に １ ,０ ０ ０ 円 未 満 の 端 数 が 生 じ た と き は 、 そ の 端

数を切り捨 てた額とする。

（交付の申 請）

第５条 補助 金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請 者」

と い う 。 ） は 、 市 長 が 別 に 定 め る 日 ま で に 、 江 田 島 市 市 制 施 行

２ ０ 周 年 記 念 市 民 提 案 事 業 補 助 金 交 付 申 請 書 （ 様 式 第 １ 号 ） に

次に掲げる 書類を添えて、市長に提出しなければならない。

(１ ) 事 業 計 画書

(２ ) 収 支 予 算書

(３ ) 経 費 に 係る 見 積 書 の 写 し

(４ ) 前 ３ 号 に掲 げ る も の の ほ か 、 市長 が必要と認める書類



２ 前項の規 定にかかわらず、市長は、同項各号に規定する書類 の

う ち 必 要 が な い と 認 め る も の に つ い て は 、 そ の 添 付 を 省 略 さ せ

ることがで きる。

（交付の決 定）

第６条 市長 は、前条の規定による申請があった場合は、その内 容

を 審 査 し 、 適 当 と 認 め た と き は 、 補 助 金 の 交 付 を 決 定 す る も の

とする。

２ 市長は、 交付の決定をしたときは、江田島市補助金等交付規 則

第 ７ 条 の 規 定 に よ り 、 そ の 結 果 を 申 請 者 に 通 知 す る も の と す る。

（申請の取 下げ）

第７条 補助 金の交付の決定を受けた申請者（以下「補助事業者 」

と い う 。 ） は 、 そ の 交 付 の 決 定 の 通 知 を 受 け た 日 か ら 起 算 し て

１ ５ 日 以 内 に 、 補 助 金 の 交 付 の 申 請 を 取 り 下 げ る こ と が で き る。

２ 前項の規 定による取下げがあったときは、当該申請に係る補 助

金の交付の 決定は、なかったものとみなす。

（実績報告 ）

第８条 補助 事業者は、補助対象事業の完了した日から起算して ２

週 間 を 経 過 し た 日 又 は 当 該 会 計 年 度 の 翌 年 度 の ４ 月 １ ０ 日 の い

ず れ か 早 い 日 ま で に 、 江 田 島 市 市 制 施 行 ２ ０ 周 年 記 念 市 民 提 案

事 業 補 助 金 実 績 報 告 書 （ 様 式 第 ２ 号 ） に 次 に 掲 げ る 書 類 を 添 え

て、市長に 提出しなければならない。

(１ ) 事 業 報 告書

(２ ) 収 支 決 算書

(３ ) 補 助 事 業を 実 施 し た こ と が 確 認で きる書類（写真を含む 。）

(４ ) 前 ３ 号 に掲 げ る も の の ほ か 、 市長 が必要と認める書類

（補助金の 交付等）

第９条 市長 は、前条の実績報告書を受理した場合は、その内容 を

審 査 し 、 補 助 対 象 事 業 の 成 果 が 適 当 で あ る と 認 め た と き は 、 速

やかにその 結果を補助事業者に通知するものとする。

２ 補助事業 者は、前項の通知を受け、補助金の交付を受けよう と



するときは 、市長に請求書を提出しなければならない。

３ 市長は、 前項の規定により請求書の提出があったときは、速 や

かに補助金 を支払うものとする。

４ 市長は、 補助金の交付の目的を達成するために、特に必要と 認

めるときは 、補助金の概算払を行うことができる。

（決定の取 消し）

第１０条 市 長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると

き は 、 補 助 金 の 交 付 の 決 定 の 全 部 又 は 一 部 を 取 り 消 す こ と が で

きる。

(１ ) 補 助 金 を他 の 用 途 に 使 用 し た とき 。

(２ ) 補 助 金 の交 付 の 条 件 に 違 反 し たと き。

(３ ) 提 出 書 類の 記 載 に 虚 偽 が あ っ たと き。

(４ ) こ の 要 綱に 定 め る 規 定 又 は こ の要 綱に基づく市長の指示 に

違反したとき。

(５ ) 前 各 号 に掲 げ る も の の ほ か 、 不正 の行為があると認めら れ

たとき。

（補助金の 返還）

第１１条 市 長は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、

既 に 補 助 金 が 支 払 わ れ て い る と き は 、 期 限 を 定 め て そ の 返 還 を

命じるもの とする。

２ 前項の規 定により補助金の返還を命じられた補助事業者は、 当

該期限まで に補助金を返還しなければならない。

（証拠書類 の保存）

第１２条 補 助事業者は、補助対象事業に関する書類等を補助対象

事業完了後 ５年間保管しなければならない。

（その他）

第１３条 こ の要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別

に定める。

附 則

この要綱は 、令和６年４月２３日から施行する。



様式 略


